
【とき】　平成１５年１２月１７日（水）14：00～16：05
【ところ】三島府民センタービル４階　第一会議室
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【質疑応答・議事録】
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高槻市：Ａ　

農林業に長年携わってきた。昭和30年代には立木を売れば収入になり、また植林することで生活ができると思っていた。
しかし、高度経済成長以後は材価が落ち、山への関心も薄れて手入れをしなくなった。今では林業だけで生活をすることはできない。
　行政には山や緑をどのように生かせば生活していけるのかという方針をたててもらいたい。
　現在、緑に囲まれた生活を望む人は多く、そうした気持ちもわかるが、みんなで木を育てれば良いというほど植林は生やさしいものではない。今まで植林し育成に100年かかり、それだけ将来のことを思ってやってきた。林業者に励みになるような施策・方針を打ち出して欲しい。
(府森林管理課)
今のご意見は森林所有者の意見の総意と言ってもいい。大規模な森林面積を有している林家でも所得は以前の10分の1に落ちており、特に大阪近辺は都市に近いため兼業林家として営むことができるが、逆にそうでない場合には林業だけで生活していくことは難しい状況だろう。
　森林は私有物であっても土砂災害防止や保健機能などの公益的機能を有することから、国の施策においても比較的高率の補助金体制がとられており、1本の木の保育費のうち50～60％を税金で占めているが、それでも残りの経費や伐採搬出にかかる費用は所有者の負担である。現在、人工林の多くは伐期に達する頃であるが、伐採費用が高く、主間伐をしてもすぐに収入には結びつかないと思う。しかし、世界情勢として輸入材の制限が拡大されるなど、日本の林業にも将来的な見通しはあると思っている。そのため本府においても間伐の推進などの支援は続けていきたい。
　今回のバイオマス計画では林業や木材生産を考えていないものではない。現在、木材はシックハウス対策などでも注目され、間伐材や地域材の振興も行っている。この計画は、消費者側の木材利用の促進により、間接的に木材生産も誘導していくというもの。個人の山に直接結びつく計画ではないが、広く林業全体を考えて推進していきたい。林業を否定しているのではない点をご承知願いたい。 
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茨木市泉原自治会：Ｂ

今年度、地元共有林においてマツクイ虫被害跡地整備事業の導入を予定している。この地域の保安林のマツクイ虫被害が多いが、現在以上の対策(マツ林の樹種転換)はできないのか。
(府森林管理課)
今回の計画では触れていないが、マツクイ虫対策事業は府の計画に従って進めている。全国的にマツクイ虫被害は昭和57年をピークに現在横ばいであり終息に向かっている。マツクイ虫被害の絶滅はきわめて難しいので対処療法にしかならないが、重点地域から順次事業を進めるなどできる限りのことを行っている。具体的には事務所に相談されたい。
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高槻市：Ｃ

　マツクイ虫被害は50年前から分かっていたのに行政や技術者は何の対処もしていない。法律で決まっているのに何haものマツ林を放置しているのか(大阪だけでなく他府県も)。自分たちで松を守るべき人たちが守りもせず、それなのに補助金が出されているのはなぜか。日本のマツの歴史は古いのにマツのことを知らなさすぎる。世界には多種のマツがあるのだから品種改良すればいい。
　マツ林の面積や対策費はいくらか、マツクイの情報をもっと公開してもらいたい。
　いろんなものを作るのはいいが森林のことを考えているのか・・・。
(府森林管理課)
マツクイ虫対策については国でも研究を続けている。府内には約10,000ha、76万立法メートルほどマツ林があり、能勢町では比較的多く残っている。北摂地域では年間約600ha、1,000万円ほどマツクイ防除事業を行っているが、遷移によりマツ林の植生も変化している状況なのでご了承願いたい。 
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高槻市・ボランティア団体：Ｄ

　ボランティアの経験が浅いが、意見を述べたい。
　森づくりの計画では、どのように一般市民と接点をとっていこうと考えているのか。
　森林が放置されている主な原因は、木材利用の低迷と労働者の減少と思う。木材利用について北米材などでは輸出制限があると聞いているが、具体的な見通しが分かれば教えて欲しい。
　福祉関係のボランティア活動については一定のシステムが出来上がってきたが、森林関係ではサポートシステムが追いついておらず、雇用の観点から「労働者」の記述が欠けており、また、環境保全の面から参加者の拡大など受け皿づくりを考えないといけないと思うがどうか。
(府森林管理課)
　現在の木材利用は北米材37％、北洋材25％、南洋材13％、ニュージーランド8％、欧州12％など。南洋材などではすでに丸太には輸出制限がかかっている。一方、北洋材(ロシア材)は、違法の取締・輸入規制により木材の輸出量は今後減少するだろう。
　それに対して、日本は気候的に森林育成に恵まれた国であり、木材の再生産が可能なので、林業の将来の見通しはあると思う。適正に自然環境を保全する観点からも、国内産材や間伐材に付加価値をつけることで、木材全体の利用を進めていきたいと考えている。
　市民との接点について明確に答えることは難しいが、府内にはトラスト協会も含むNPO諸団体をはじめ里山保全活動に取り組む団体は多く、先日は大阪府民環境会議も開かれた。府としては、個々のボランティア活動に取り組むことは難しいが、個々のボランティアの力を結集して大きなネットワークとしていきたい。また、ボランティアが地域を核とし、市町村と連携して活動の場づくりをしていきたい。
　労働力については、従来では本府の事業は主に森林組合に委託して森林整備を進めてきた。しかし、国の三位一体改革などから補助金を主体とした事業は減少傾向にあり、当室も減少していくと思う。そういう中で労働力としてボランティアの力も借りていきたいと思う。
(北部農と緑の総合事務所池田分室)
　実例として、能勢町で地黄住民参加の森づくりを行っている。森づくり員会の資料にもあるように、まず森づくりについて地元で話し合いを行い、森づくりの活動には、外部からのボランティアによる労働支援はもちろん、地域として地元の人たちと一体となって取り組んでいる。
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吹田市・大阪自然環境保全協会：Ｅ

　バイオマス、森づくり委員会の計画はいいことだ。基本的に進めてもらいたい。
　この計画は8年間ですべてするのか。また、森づくり委員会の組織の数、内容の密度、予算についての数値目標はあるか。
　ボランティアをするにも費用がかかり、人はただでは集まらない。また、この計画では人づくりという観点が抜けており、最も重要なことと思うがどうか。
　森林の公益的機能は分かるが、私有林に対して公金投入はどうかという考え方もある。特に、森づくり委員会の核になる地域集落の規模では、公と私のバランスがうまく取れるのかが問題と思う。
　また、個人的な意見であるが、森林管理の主役はボランティアではなく森林所有者である。ボランティアはあくまで応援部隊であり、労働者として頼ってはいけないし、頼られても役には立たない。府としては、森林や山村で働く人たちが生計をたてられる施策をとっていくことが大切だと思う。
(府森林管理課)
　森づくり委員会の整備計画は8年間に限るものではなく、その後も継続していくものである。
　委員会数の目標や数値は特にない。
　森づくり委員会は、地域の森林整備の希望が高まって、地域を核にして作り上げていって欲しい。府内には森林区域のある市町村も多く、それぞれの市町村において委員会の立ち上げがあればよいと思う。理想的には地域からの提案で委員会ができるのがよいが、実際に委員会を立ち上げる時にはボランティア団体の存在がカギになるのではと思っている。
　予算については、現在の予算をうまく活用していきたい。特に、委員会の立ち上げに対する支援は重要だ。他部局の事業紹介や申請の手続き等は、事務所を中心に支援が可能と考えている。
　バイオマス計画は、今後のスケジュールに沿って進めていきたい。従来の林業事業を、バイオマスを重点とした事業体制に再構築してシフトしていく。バイオマス関連の事業は高率な補助であり、市町村主体事業も多いため、府としては取り組みやすい面もある。もちろん事業を進めていくには府民の意見が必要と考えている。
(北部農と緑の総合事務所)
人づくりについては、当管内の先行的取組「たかつき森のプラットホーム」を行っており、市民林業士というリーダーづくりに取り組んでいる。
(府森林管理課)
　国有林では国の管理により可能だが、民有林では所有の零細化も進み、よほどの意欲がないと管理が困難な状況。だからこそ森林ボランティアは民有林で取り組んで欲しい。
　大阪府ではボランティアを労働力でなく、森林を守る戦力としてとらえたい。もちろん、ボランティアを労働力のすべてと期待しているわけではない。しかし、小径木の手入れや搬出などでは林業専門者より多数のボランティアのほうが十分に戦力になる。また、生態系に配慮した森林をつくろうとするならば、むしろボランティアでなければできない。
　大阪の里山はクズなどに覆われて荒廃しており、こうした山を都市住民にアピールすればどうか。大阪の都市近郊、人口が多いという特徴を生かせば、他府県より取り組みやすいと思う。
　本府でも、炭やフローリングなどの竹材産業の支援、竹資源の有効活用も進めていきたいが、8年間で完成できるものでなく、長期間取り組むべき問題である(特に竹繊維の被服の取組)。また、大阪、京都、滋賀の３府県が連携、協力して竹資源の活用に取り組んでいこうと考えている。
[image: image7.png]


高槻市：Ｆ

人工林のスギやヒノキについては花粉症が非常に大きな問題となっているが、これについての考えを教えて欲しい。伐採する、植栽しないなどの対策をしていくのか。
(府森林管理課)
非常に難しい問題。国では品種改良の研究も進んでいる。府でも、現在、事業量は少ないものの、枝落としや間伐を行って花粉の多い枝や木の減少対策を進めており、緑の雇用対策事業の一環としても行っている。花粉症対策の全てを当室で対処するのは難しいが、相談に応じて考えていきたい。
(北部農と緑の総合事務所池田分室)
花粉症は、花粉の発生源の山間部よりも都会のほうで発症例が多いこともあり、花粉だけが原因ではないと言われてきている。府民にこういった認識も持ってもらえるよう努力したい。
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池田市五月山グリーンエコー：Ｇ

私たちのボランティア活動に対して池田市に大変協力してもらっている。フィールドも最初は市有林であったが、近頃は個人所有者から間伐などの依頼を受けてボランティア活動を行っている。
(府森林管理課)
グリーンエコーは森林ボランティアとしては古くから、また市街地緑化でも活動をされている。リーダー的な団体としてこれからもがんばって欲しい。
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森林組合三島支店：Ｈ

森林組合としても取り組んでいくべき問題がたくさんある。まず山をよくしていこうという気持ちが大切である。気持ちだけではなく、山側にも街側にもメリットがある事業を行っていかなければならない。今回の計画でも新しい木材利用のあり方を考えているが、これを生産側にも還元する形にしたい。そのためには、街側の人々に木材の良さを知ってもらい、地域材の消費活動を応援してくれるようにお願いしたい。
　これからも山と街とをつなぐように森林組合の果たす役割は強くなると考えているので、よろしくお願いしたい。
